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環境会計からCSR経 営会計へ

おける環境会計の新展開

柳 田 仁

2006年7月 か ら同年10月 まで勤務先の神奈川大学 より短期在外研修 の機

会 を与 え られた。西 および東 ヨー ロッパ諸 国、すなわち ドイ ツは3年 ぶ り

で あるが、イギ リスに関 しては23年 ぶ り、ポル トガル・スペイン・フランス・

ベルギー ・ハ ンガ リーに関 しては11年 ぶ り、ルーマニアに関 しては初 めて

の研修 のための出張である。本稿では、その際、大学、各国の専門機 関 ・研

究所等で収集 した情報やその他滞在中あるいは通 りすが りに直 に見聞 し、肌

身 に感 じた事象 も織 り込みなが ら、環境 問題 ・規制、環境会計、CSR経 営

会計の現状および動向に関 して論 じる。

1問 題の提起

今回の研修で は、最近、停滞気味である環境会計 の現状 とCSRの 展開の

状況 を調査、 ヒアリング、資料収集等す ることに主た る目的があった。本稿

のテーマに関連 して、特 に印象 に残 るのは、デュッセル ドル フ大学訪問第1

日目に、「環境会計 は、 ドイツで はもう基礎概念 の研究 は済み、 その技法や

実務への応用段階に入っている」と12年 前の在外研修での恩師G.R.Wagner
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教授が語 った言葉である。 また後述す るように、ブ リュッセルにあるEU本

部環境総局訪問の際にも、同様の趣 旨の言葉をイ ンタビューにおいて関係者

か らしぼ しば聞いた。Wagner教 授が コンピュータのデ ィスプレイで示 して

くれた経済 ・環境 ・社会 に関 して比較 したシェーマ 〔表1〕1か らもこの こ

とが読み取れた。 さらに 「これか らはコス ト面 よりも、社会的側面に重点が

移 ることにな るであろう」 とも述べている。

会計学を研究す る者 としては自分 の居場所 が狭 め られてい くのを感 じた。

しか し、 この流れを率直 に受け入れ、筆者 な りに貢献できることを探求 した

い。 この ようにCSRを 重視 しようとする流れ は、着実 に進展 しているよう

に見受け られ る。本稿 ではその展開過程 に関 して論 じる。

皿 環境規制 ・会計の意義と現状

地球 ・自然環境 に関 して経営 ・会計学の領域 では、1980年 代後半 まで姐

上に乗 ることは全 くなかった。環境 といえば、単 に市場環境 を指すに過 ぎな

かった。 しか し、 自然資源の有限性、 自然環境破壊 による修復困難性等、環

境問題が より現実の もの として顕在化 し、企業経営上で も無視 しえな くなっ

た。 これに伴い企業実践 においても学問においても環境問題 と正面か ら対峙

しなければな らな くなった。地球資源 ・環境 の有限性、「地球は次世代 以降

か らの借 りものである」 という世代間の平等説は、 さらに、環境問題 の緊急

な解決 を迫 ることにな る。 そのような環境問題 にアプローチ して、その解決

のための1つ のツールを提供 す るのが環境(経 営)会 計であ る。すなわち、

企業活動その他 による地球環境への環境負荷 の状況 を評価す るため、その犠

1EuropeanCommission
,Directorate-GeneralforEmploymentandSocialAffairsUnitD.1:

MappingInstrumentsforCorporateSocialResponsibility,April2003.

図 表 は 巻 末 に 記 載 。
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牲 と環境負荷削減 の効果 を測定 ・表示す るとともに、経営意思決定 に有用な

情報 を提供す るのが、環境会計の役割である。

しか し、 ドイツにおいて最近では、 これ までの ような環境会計の基本的コ

ンセプ トの研究 はほ とん ど終わ り、そのツールや実践的研究、例 えば環境効

率や資源管理会計研 究2の 問題 に移 ってい る。 また、EU環 境総局では、環

境会計に関 して は統計局で数量化 された数値 を使 うだけで、総局 自体 は環境

会計的な ものに係わっていない。過去 に唯一係わったのはEMASで あるが、

これ とても義務化 はな く、各国 ・各企業 に任せている3と い う。

EUに おける環境政策 は、 ヨハネス ブル ク ・サ ミッ トで持続可能な開発政

策が基盤 とな り、 リスボン戦略では、知的べ一スによる近代的持続可能な開

発が盛 り込 まれ、社会、経済、環境を3つ の柱 として据 えた。1970年 以来、

EUの 環境行動計画が策定 されて きたが、現在 はその第6次 計画で、気候変動、

バイオ、環境 と健康、持続的資源開発がテーマであ り、 この行動計画の達成

のためのツールの1っ が環境会計である。

ところで、環 境政策 当局 にお け る当面 のテーマ は、 イ ギ リス、 スペイ

ン、 フランス、 ドイツ、 その他 のEU諸 国において京都議定書 の遵守、そ

れ と関連 した排 出権 取引の問題で ある。 さ らにEUの 「電気電子機器廃棄

物 に関す る欧州議会 ・連合指令 」(WEEE,2002/96/EC4)、 「電気電子機 器

に含有 され る特定有害物質の使用制 限 に関す る欧州議会 ・連合会 の指令)

(RoHS,2002/95/EC5)」 、EMAS改 定等の問題 がある。後者の改定 は競合す

るISOの 改定 に伴 う措置である。

zLetmathe
,Peter:UmweltbezogeneKostenrechnung1998;Letmathe,P.&SCuerznickel,S.:Die

RessourcenkostenrechnungaisBestandteiiderbetriebiichenKostenrechnung.

3EU担 当 官:EuropeanCommissionEnvironmentDirectorate-General/GernotSchnabl

(PrincipalAdministrator},PierreDeusy-Fournier{SustanableDevelopmentandEconomic

Analysis)、UweFurnier(DetachedNationalExpert)以 下 同 様 。

4DIRECTIVE2002/96/ECOFTHEEUROPEANPARLIAMENTANDOFTHECOUNCILof27

January20030ntheWasteElectricalandElectronicEquipment.

5DIRECTIVE2002/95/ECOFTHEEUROPEANPARLIAMENTANDOFTHECOUNCILof27

January20030ntheRestrictionoftheuseofcertainHazardousSubstanceinelectrical

andelectronicequipment.
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1.排 出権取引

イギリス、スペイン、 フランス、 ドイツ、ベルギー等で も議論 となってい

るEU諸 国における当面 の環境会計の最大のテーマは、前述のよ うに温暖化

ガス削減 の問題であ り、京都議定書 との関連が ク「ローズアップされている。

この削減量達成 に関 してEU各 国においてバ ラつ きが あ り、 ドイ ツやイギリ

スのようにすでに達成 の見込みがついている国 もあれば、経済成長率の高 い

スペインのように四苦八苦 しているところもある。 さらに、新たな加盟諸国

との格差の問題 も無視で きない。そ こで旧加盟国 と新加盟国 との間の排出権

取 引売買 の問題 も浮上す る。廃棄物の域 内輸 出問題 と同様 に排 出権 に関する

売買取引が行われ るこ とにもな る。

2.WEEE

この指令は、電気 ・電子機・器廃棄 物 による資源消費 と環境汚染 を逓減 させ

ることを目的 とし、その廃棄物 を分別、再利用 しなければな らない ことを定

めている。

この指令 は、EU諸 国すべて に関連 す るもので あ るが、例 えば フランス

政府 は、EUの 規 制 「電気電子機器廃棄物 に関す る欧州議会 ・連合会指令

(WEEE)」(2002/96/EC)な らびに 「電気電子機器 に含 有 され る特定有害

物質の使用制限に関す る欧州議会 ・連合会 の指令(RoHS)」(2002/95/EC)

の国 内法制化 を進 めてい る。2006年3月 末 までに政令 を補完す る省令が発

せ られたが、それな りのルールを厳格 に作 ったフランスで さえ開始 は更 に後

ろにズ レこんでいる。

対象 とな る電気電子機器 は、EU指 令 と同様 に電流 ・電磁波 によ り機能 す

る機器、および電流 ・電磁場を発生 ・伝達 ・計測す る機器であって一・定電圧

以下で使用 され るもの、な らびにこれ らの構成部品である。具体的には、大 ・

小型家庭用電気機器、情報通信機器、民生用電子機器、照明器具、電気電子

工具、玩具 レジャー及 び運動用機器、医療機器、監視制御装置、自動販売機
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の10区 分 としている。 ここで家庭用電気電子機器廃棄物 とは、業務用 目的

であって も、機器の性質および販売経路が家庭用機器に類似す るものも含 め

ている。

製造業者 は、選別回収 された家庭用電気電子機 器廃棄物 を、機器が上市さ

れた日付によらず、 自らまたは委託 して処理 しなければな らない。製造業者

は、①政府認可を受 けたエ コ ・オーガニズムへの加入、 または②政府の承諾

を受 けた独 自の処理システムを設置、のいずれか によ りこの義務 を遂行す る

ように定 めてい る。WEEE指 令 に規定 された住民1人 当た りの年問回収重

量(4kg)は 、2008年 末 までに達成 す るこ とになった。 また、登録 とリサ

イ クル状況 を監督す るWEEE管 理委員会が、関連大臣 と地域政府 の代表 に

よって設置 されている6。

電気電子機器 は、解体 および有効利用が容易な方法で設計 ・製造 され るこ

とが要請 され、2005年8月13日 以降市場 に出回 る電気電子機器には、製造

業者 ・輸入業者が特定で き、政令の対象 と識別できる(絵)表 示 を付す こと

が義務づけられている。

家庭用電気電子....の 選別回収規定 に関連 して製造業者 ・流通業者の義務

および地方 自治体の役割が派生す る。製造業者は、政府認可の調整機 関への

分担金 の支払い、あるいは政府公認の設置選別回収 システムによる選別回収

が義務づけ られ、 また、流通業者 は、販売品に関 して消費者の要請 に応 じて

無料回収 しなければな らない。 さらに、地方自治体 は、 日本 の一般廃棄物 と

同様 に、 自治体が回収処理 しているが、家庭用電気電子機器廃棄物 に関 して

は、選別回収 にかかわる追加費用 については調整機関を通 じて受 け取 ること

ができる7と 規定 されている。

6JETROパ リセ ンター 「フ ランス にお ける電 気電子機 器廃 棄物(WEEE)規 制 の運用 につ いて 」等

2006.s.
7同 上。
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3.RoHS

電 気電子機器製造 ・輸入 において は、RoHS指 令 に対応 して特定物質の

含有が禁止 され、 その対象 は2006年7月1日 以降に市場で流通す る電気電

子機器 を対象 とす る。本指令で は、カ ドミウムCd、 鉛Pb、 水銀Hg、 六価

クロムCr6+(以 上 はEW廃 自動車指令で排 出が規制 された4物 質であ る)

に加 えて2種 類 の臭素系難燃剤PBB(ポ リ臭化 ビフェニル)、PBDE(ポ リ

臭化ジフェニルエーテル)の 合計6物 質は、対象電気電子機器に対 して使用

禁止 になる。電気電子機器 も自動車 同様に、部品点数が多 く種々の材料 ・物

質を使用 してい ることか らサプライチェーン全体 にわた り製造 中の有害物質

を管理 す ることが生産者 の責任 とな る(島 津製作所TOPニ ユース)8。 上述

の規定 同様、 この規定 も検査機関 を持っていないような中小企業 には非常に

厳 しい指令で ある。

皿(SR経 営会計の展開

この ような環境会計に対 して、社会 的観点か ら自然環境だけでな く、企業

の行動規範すなわち企業倫理、法令遵守、社会貢献、人権尊重、男女平等、

ビジネス関係等広範な社会的観点を織 り込んだ より広い観点か ら企業 を評価

す る必要があ るとい う考 え方 に立つのが、CSR経 営会計 の基本的 なコンセ

プ トである。EUに おいても、環境だけを特別扱いす ることな く、CSR全 般

にシフ トしている。

ただ、CSRの 内容 に どの ような もの まで を含 め るべ きか、 どの項 目に重

点を置 くかは、 ドイッ、アメ リカ、 日本、 その他 ヨーロッパ諸国、 それぞれ

の国々によって必ず しも____す るわけではない。

8JETROパ リセ ンター:前 掲報 告書 。
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CSR経 営会計が注 目され るようになった主要な理 由 として、① 多種多様

なステークホルダーの増大 に伴 い、彼 らの企業に対す る発言力が増 し、社会

的側面の重視が叫ばれるようになった こと、②GRTsガ イ ドライン等の公表、

③企業 を取 り巻 く環境の変化等 による。

以下では、各企業でその行動憲章 を設定 しているが、その中で一般 的に取

り上 げられ る項 目(前 述 の環境関係 は除外する)を 中心 に簡潔 に論評す る。

(1)企 業倫理

企業倫理 とは、利潤原理に従 って現行法の枠 内で行われ る具体的な企業活

動がその内外の利害関係者集団 との問の対立状況において、その行動 を平和

的に指導す るような対話的な合意形成のための手続 きである1。。

日本経団連の 「企業行動憲章」にも記載 されているように、企業が高い倫

理観 のもとに経済社会 に貢献す るとは どのようなことか。あ る日系在 ドイツ

企業 の行動憲章IIで は、 「公正 な企業活動」 とい う項 目で示 されている。 そ

の具体的な内容 として、公正、透明かつ誠実な企業活動を推進 し、正確かっ

適正 に記録 し、 自由な競争を行 うとしている。

この項 目は、常識 的であるがゆえに、抽象的なため各国 において統一的な

解釈が困難であ る。

(2)法 令遵守

ここで法令 とは、必ず しも明文化 された実定法だけを指すのではな く、 そ

の周辺の慣習法 ・規則等 をも含む広義の ものである。 また遵守す る法令 の範

囲をどの程度 まで広げるべ きかが問題 となる。

9GlobalReportingInitiativeは 、1997年 にCERES、UNEP、 各 国企 業、会 計士 団体 、NPO等 によっ

て、環 境報 告書 の作成 を グローバ ル ・ス タ ンダー ド化 す るた めに創設 された。GRIで は、1999

年3月 に、 『持続 可能 な報 告 ガ イ ドライ ン』草 案 を発 表 し、2000年6月 には、 『持続 可能 な報 告

ガイ ドライ ン』(2000年 確 定版)を 公 表 して いる。
lo万 仲脩一 「企業倫 理学一 シ ュタイマ ン学派 の学説一 」2004年 、146頁 。
ll担 当者 が企業名 の公 開望 まず。
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EU環 境 総 局の担当官が挙 げた例 として、アフリカの稀少な天然木材 を使

用 した木製品、 ヨーロッパでは法律上 も、環境保全上 も使用す ることが禁 じ

られてい る原材料を使 った製品の中国か らの輸入禁止等がある。

詳細な法規制 を各国に任せた場合、ある国には合法で も、他 の国には違法

とい うようなケースが しば しば生 じることになる。

(3)社 会的貢献

現代企業 には、社会 的課題解決 のため企業市民 として地域社会、NPO市

民活動 に貢献することも要請 され るようになった。

アメ リカにおいてはCSRを 構成す る項 目の中で最 も重要視 され る項 目の

1っ である。例 えぼ、A社 はBと い う慈善事業団体 にどれだけの寄付をした

か、あ るいは文化 ・芸術活動に奨励金を拠 出したか といったようなものである。

極端な例 として、企業活動の他 の面で、ある程度損害を与 えて も、イメー

ジァ ップのために社会的貢献 をすれ ばそれが 「免罪符」 となって、CSR経

営会計上、その評価が上が るという矛盾 を含んでいる。

(4)人 権尊重

人権(Humanrights)と は、広辞苑 によれば、人間が人間 として生 まれ

なが らに持ってい る基本的な権利'2で ある。

企業 におけるあ らゆ る活動の局面 において従業員、株主、債権者、0般 消

費者等の人権 を尊重 する とい うことである。 日本経団連 の 「企業行動憲章」

(2004年 改訂)等 によれ ば、従業員の人権尊重 ・機会均等、外国人への雇用

対応、個人情報 ・顧客情報 の保護、従業員の多様性の尊重等が人権関連項 目

として挙 げ られ る。

12例 えば、日本国憲法では、その第ll条 で 「国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。
この憲法が国民 に保障する基本的人権は、侵す ことので きない永久の権利 として、現在及び将来

の国民に与 えられる」と規定 している。更 に、第12条 〔十・権利の保持の責任 とその乱用の禁止〕、

第13条 〔個人の尊重 ・幸福追求権 ・公共 の福祉〕、第14条 〔法の平等等〕等の規定がある。
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この項 目は、主観の介入する余地が大いにある。例 えば、ある国の人々に

は常識的なことで も他国の人々には人権侵害 と捉え られ る場合 もある。

(5)男 女平等

企業 において性別 によって給料、昇進、その他 あ らゆる事項 において差別

をしない ことである。ヨーロッパで は男女平等に関 して伝統がある とい うが、

意外にも ドイツにおいて男女の管理者が同一業務 を していて も、女性管理者

の給与 は男性管理者の約75%に すぎない とい う統計 もある13。また、女性の

管理職比率 につ いて見 ると、 日本が約10%で あ るのに対 して、アメ リカ約

46%、 独仏英 は30%台 前半で並んでい る'4よ うに、国に よって もバ ラつ き

が ある。 ドイツにおいて、共稼 ぎ家庭の年配の者 ほ ど家事は女 性に任せ る比

率が高い とい う。0面 で は、 日本以上 に不平等な面が あることも報告'5さ れ

ている。

なお、GRIは 、社会的パ フォーマ ンス指標 として労働 慣行 と公正な労働条

件(雇 用、労働/労 使関係、安全衛生、教育研修、多様性 と機会)、 人権(方

針 とマネジメン ト、差別対策、児童労働、強制 ・義務労働、懲罰慣行、保安

慣行、先住民の権利)、 社会(地 域社会、贈収賄 と汚職、政治献金、競争 と

価格設定)、製品責任(顧 客の安全衛生、製品 とサー ビス、広告、プライバシー

の尊重)の4グ ループを挙 げている16。

13ド イ ッにおいて フル タイ ム勤務 の税 引前年 収2003年 女性32 ,335ユ ー ロ、男性41,014ユ ーロで、

女性 よ り26.8%多 い。 男女の賃金格 差 は1999年 が30.9%、2000年27.4%、2002年27.2%と な っ

てお り縮 小傾 向 にあ る。 なお、 旧東独 で の男女 賃金 格差12.9%、 旧西 独で は26.7%の 開 きが あ

る(NIKKEI『 在独 日系企業 のた めのロー カル ス タ ッフ人事 ハ ン ドブック2004/2005年 版 』105頁 、

比較:日 本貿易振 興会海 外調査部 『ドイツへの企業進 出 のための基本 事項』2001年 、72頁 。 こ

の件 は、在独 日系企 業担 当者 も指摘 して い る。 これ に関 して は、Wagner教 授 とも見解 の分 かれ

る ところで あ る。
14「 労働市 場 におけ るCSRの あ り方 に関 す る研 究会」(中 聞報 告書)

、
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2004/06/sO625-Sb.html,2007/OI/03.
15在 独 日系企業担 当者及 び ジェ ンダー研究者 の報 告

。
16GlobalReportingInitiative:SubstinablilityReportingGuidelines

,2002.河 野正 男 ・矢部浩祥 訳
「GRIサ ステナ ビ リテ ィ リポーテ ィ ング ガイ ドライ ン2002」57頁W59頁 。
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IV各 国の概況及びCSR経 営の特色

EUは 中央集権的ではないので、加盟 国が増加す るに従いその求心力 も弱

まり、その役割は懸案事項 を調整す るに過 ぎな くなった。旧加盟国間でさえ

もCSRの 考 え方に関 して格差があ る。数年前 まで共産主義国で あった国 と

フランス ・イギリス ・ドイツの ような国々 との間で差異があるのは当然であ

ろ うと、EU当 局者17は 述べている。

「環境」か ら 「社会」へ重点が移行す るに従 い、「環境」 と 「社会」 との問

の均衡が取れてきた。EUで は、CSRの 多 くの項 目を包含す る企業の行動規

範 を最 も重視す るが、具体的詳細な項 目は、各国政府、各企業の 自主性 に任

せ てお り、EUは コーデ ィネー トす るだけ、 コンセ ンサス主導である。 アメ

リカのように社会的貢献を特 に重要視す るこ とはないが、人権尊重、男女平

等の問題等 は、 ヨーロッパでは伝統がある。

いずれ にせ よ、EUで は大枠 を決め、個別的詳細事項 は各国政府 に委任す

るという現実路線 を とっているのが、最近のEUの 特徴であ る。かつて、 ま

だEU加 盟国が少なか った時代 は求心力 も強かったが、2007年 にはブルガ

リア とルーマニ アが参加 して27力 国 となった拡大EUの 状況 においては、

現実的な対応 を とらざるを得ないであろ う。

さらに、環境総局のCSR担 当官に よれぼ、環境政策 に関 して もいえるこ

とで あるが、今後 は、よ り多 くの企業 に適用可能なように、中小企業 に関 し

て も配慮 した規定 ・指令の制定 に心 したい ということである。以下では、今

回の訪 問国 に日米 を加 えた各国の概況及 びCSR等 の現状 に関 して簡単 に紹

介す る。

17EU環 境総局 での ヒア リング時 にお け るCSR担 当者 の言葉 で あ る
。
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1.イ ギ リス

経済状況 は順調で、2006年 度第1四 半期 の実質GDP成 長率 は前期0.6%

増 、失業率5.3%とEU域 内では低水準に留 まってい る。

世界で初 めてCSR担 当大 臣を任命す る等、CSR先 進国 ともいわれ るイギ

リスでは、企業がその活動やステークホルダー との関係 において社会的な配

慮 を果た して いるか否かが、早 くか ら注 目された。企業が財務の他 に、社

会、環境 の3つ の責任 を果た して い るか否 か を基 準 に した投資(Socially

ResponsibleInvestment;SRI)が 活発化 している'8。また、CSR専 門の ウェ

ブサイ トも開設 されてい る。

さらに、政府 の対応 だ けを頼 りに して は時期 を失す ると考 え、NGOや

NPOが 直接、企業 に対 してCSRの 導入 を働 きかけている'9。

2.ポ ル トガル

経済面では、主要産業である自動車 ・同部品の輸出も振 るわず、失業率公

表6.7%(2004年)、 実質約20%と もいわれ、慢性的な財政赤字 に悩んでいる。

街 を歩いても、若年失業者の群れ に遭遇 した り、散乱 した廃棄物 をしぼ しぼ

見かける。

2000年3月 の リスボン欧州理事会で採択 された リスボン戦略では、2010

年 を目標 に欧州の競争力強化戦略 と同様 に生涯教育、作業方法、機会均等、

社会的結束 と持続可能な発展 の分野で政府 と企業の連携が重要であることが

明確 にされた。 また、ISO26000(組 織の社会 的責任)の 規定作成のための

総会等、重要 な国際会議が開催 されてい るが、 自国内のCSRの 実施 は遅 々

として進展 していない。例 えば、従業員の雇用の確保、環境保全の遅れを目

の当た りに見た。

182002年 時 点 に お け るSRI残 高 は
、 日本6億 ドル に対 し、 イ ギ リス3540億 ド ル、 ア メ リカ2億

3千 億 ドル で あ る。http://www.mhlw.go.jp./shingi/2004/06/sO625-8b.html.

以 下 、 各 国 と も表2参 照 。
19http://www .eco-forum.jp/iso/faOO4.htm1,2007/01/03.
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3.ス ペイン

1981年 隣国のポル トガル とともにEUに 加盟 したスペインは、現在では、

GDP世 界第8位 の経済大国であ る。会計制度 ・環境ガイ ドラインも、EU指

令 をほ とん どそのまま採 り入れ るか、 それに準拠 してい る。国内で法規化す

る場合、同指令の順番 を入れ替 えた り、勘定科 目名を変更す るに過 ぎない20。

CSR実 施状況 も、2002年 に比較 し2005年 には倍増 してお り21、ますます盛

んになっている。

4.フ ランス

2006年 の実質GDP成 長率見込は2%、 失業率は9.5%ま で下落 した。

イギ リス と共 にCSR担 当大 臣まで置 くCSR先 進国であ る。 フランスでは

CSR構 成項 目の うち雇用 の確保や人権 の尊重を最 も重視 している。

2001年5月 に成 立 した 「新 経済調整法(NRE)」 にお いて、社会 ・環境

に関す る活動の会計 を年次報告書 に含 めることが定 め られてい る。 しか し、

この報告義務 は、上場企業 に限定 されている22。また、2003年6月 には、持

続可能な発展 に向けた全国 レベルの戦略 を採択 した。CSR促 進 に向けた こ

の国家戦略 は、国家 レベルのレファレンスシステムの構築及 びSRIの 開発、

CSR事 例 の分析 の3つ を主要 な目標23と した ものである。

5.ベ ルギー

北のオランダ語圏 と南の フランス語圏 との言語対立が激 しく、過 去には分

離独立運動が起 こった程である。企業進出で潤っている北の フランダース地

方が、南のワロン地方 より裕福で、失業率 も平均の8.6%よ りも下回ってい

2°AnaM .aMartinez-PinaGarcia(HeadofAccountingTechnicalStandardArea,Accounting

andAuditingInstitute,MinistryofEconomyandFinance)2006年7月 の ヒア リ ング 。

21あ ず さサ ス テ ィ ナ ビ リテ ィ㈱ 訳 「KPMG企 業 責 任 報 告 に 関 す る国 際調 査2005」
,10頁 。

22JETROパ リ セ ン ター 「フ ラ ン ス に お け る社 会 ・環 境 報 告 義 務 と仏 企 業 の 取 り組 み 」2006年8月
。

23JETROロ ン ドン 『欧 州 企 業 に よ るCSRの 取 り組 み 』(報 告 書)2005年8月
、9頁 。
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る24。

EU本 部が所在 す る国で あ り、ベルギー 自体 も伝統 的にCSRを 重 ん じる

国で ある。2004年9月 にベルギー連邦政府 は第2次 持続可能な発展連邦政

府計画(2004-2008年)を 発表 しているが、その31項 目の行動計画の中には、

EU政 策第6分 野25と の整合性 を維持 した21項 目の計画のほか、ペルギー政

府独 自の10項 目の行動計画 を導入 してい る。26すなわち、連邦政府の行動計

画の うち、ベルギー独 自計画 として雇用 の質 の向上、SRIの 促進、持続可能

な商品戦略、生態系保護等を挙 げているが、その中に3項 目の新計画、①世

界 レベルでの国民の健康向上、②違法伐採対策 と持続可能な森林経営、③ エ

ネルギー問題 の国際協力27を 包含 してい る。

6.ド イツ

社民党 と大連立 を組んだ政権政党キ リス ト教 同盟 内で内紛があ るものの、

2006年 第2四 半期 の実質成長率 は前期比0.9%で 、2000年 第1期 以来の高

成長 を記録 している。その原因 として、天候悪化 による建設関係の後倒、W

カップの影響、付加価値税(16→19%)引 上 げの前倒等が挙 げられる。

これ まで ドイツにおいて は、H.シ ュタインマン、H.ハ ックス等28に よっ

て主張 されてい る企業倫理、法令遵守等は規範論的側面か ら重要視 されてき

たが、顧客サービス重視、男女平等 という面は、特 に遅れてい るので今後、

改善 しな ければな らない問題 であろう。 また、失業率 も高い こと(2007年

24JETROブ リ ュ ッセ ル
。

25EU持 続 可 能 な 発 展 政 策 との 強 調 分 野:① 貧 困 と社 会 的 疎 外 へ の 対 策
、 ② 高 齢 化 対 策 、 ③ 国 民 の

健 康 向 上 対 策 、 ④ 自然 資 源 の責 任 あ る利 用 管 理 、⑤ 温 暖 化 効 果 の 測 定 と効 果 的 な エ ネ ル ギ ー 利 用

対 策 、 ⑥ 交 通 と運 輸 対 策 。
26JETROブ リ ュ ッセ ル 「EUのCSR政 策 とベ ル ギ ー で の 取 り組 み 」(ユ ー ロ トレ ン ド2005 .7)6頁 。

27同 上
。

ZsAlbach
,H.(Hrsg):BetriebswirtschaltslehreohneLlnternehmensethik!,inZfB.75.Jg.2005

Hax,H.:Unternehmenethik-OrdnungselementderMarktwirtschagt?in:zfhf,45.Jg.1993

Schneider,D.:LlnternehmensethikundGewinnprinzipinderBetriebswirtschaftlehre

inzfbf,42.jg.1990.Steinmann,H./Loehr:GrundlagenderLlnternehmensethlk,2.Auf

1994.そ の 他Nicklisch,H.等 が 挙 げ られ るが 、 後 者 に つ い て は ナ チ ス を擁 護 した とい う こ とで

ドイ ツ で は言 及 しな い研 究 者(Wegner,G.R)が 多 い 。
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1月 現在9.9%)も あって フランス と同様 に雇用 の安定 を重視 していること

は言 うまでもない。

ドイツ政府 としては、2001年4月 に 「持続可能 な発展、委員会」を設置 し、

2002年4月 には全 国 レベルの 「持続可能な発展戦略」を採択 して同戦略の

....としてCSRを 促進 してい る29
。

ドイツ も原則 として は、EUのCSRに 関す る指令 に従 うが、それ以外 に

自国のCSRに 関す る考 え方がEUに どの程度影響力 を与え うるか とい うと

ころも問題 となろ う。

7.八 ンガ リー

資本主義化の著 しいハ ンガ リーにおいては、高速道路が あま り整備 されて

いないため、一般道 に何十 トンもある業務用 トラックが溢れている。その結

果、道路 は穴だ らけで補修 も間に合わない。 フルスピー ドで騒音 を発 し、あ

るいは雨の日には水溜 ま りの水 を弾 きなが ら疾走 している。

2004年5月(1994年 加 盟 申請)に 、ハ ンガ リーはチ ェコ、 ポー ラン ド、

スロヴェニア等 と共 にEU加 盟が認 め られ、それ以来EU指 令 に沿 ったCSR

の取 り込 みが行われている 〔表2参 照〕30。

8.ル ーマニア

2007年1月 にブルガ リァ と共 にEUに 正式加盟 したルーマニアは、一人

当た りGDPは 旧加盟国平均の3割 程度 しかな く、国民の平均月収 も3万 円

台で他加盟国 との格差 は大 きい。ある ドイツ人 にいわせ るとルーマニア製品

は安価粗悪だ とい う。 また、汚職、人身売買等の多発 も指摘 され るところで

ある。

同国は、環境規制、CSR面 では、自国の特色を出す ことに苦慮 しなが らも、

29JETROロ ン ドン:前 掲 報 告 書
、10頁 。

30上 掲 報 告 書
、11頁 。
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結果的にはEU指 令の準拠を目標 としている。資金不足 をEUか らの補助金、

人材の不足 を各国か らの公募 によって積極 的に確保31し ようとしてい る。 ま

た、共同研究、雑誌投稿等の場 も積極的に準備 してい る。

9.ア メ リ力

最近は、エ ンロン、 ワール ドコム等の不祥事件 によって法令遵守、内部統

制、企業倫理 といった問題が関心を集めている。

しか し、元来、アメ リカにおいてはEU関 係者 も述べているようにどの会

社が、 どれだけ、 どのような慈善事業 に寄付 したか とい うような社会的貢献

を重視 している。無論、企業倫理、法令遵守 とい うような問題 も重要である

が、ステークホルダーが強 い国だけにその意向が大幅 に反映 され る。

10.日 本

この数年、環境報告書 とい う名称をCSR報 告書 に変 えている企業が多 く32、

また徐々に、企業倫理、法令遵守等の問題 もCSR報 告書 の中で その比重 を

増 しつつある。 しか し、依然 として環境 関連 に頁数の多 くを割いているとこ

ろが多い。

多 くの企業では、 「企業行動指針」 とい う名称のも とにCSRを 構成 する項

目のほ とん どが含 まれている。

siRomanianAcademy
,InstituteforEconomicForecasting(Prof.IonutPURICA&Dr.

MarioaraIORDAN)及 びJETROブ カ レス トでの イ ンタビュー等 。
32例 え ば、大 島正克(亜 細 亜大)教 授 の調 査分 類結 果 に よれ ば、2006年 版 報 告書 、148社(2種

類 発行企業5社)、153社 をデ ー タベー ス と して分類 した結果 は、以下 の通 りで あ る。

CSR報 告書 ・CSRレ ポー ト69冊(45.1%)

環 境社会報 告書 ・社 会環境報 告書55冊(35.9%)

環 境報 告書23冊(15%)

その他6冊(4.0%)
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V(SR経 営会計の今後の課題

要す るに、 「環境」か ら 「社会」へ重点の移動が顕著 な現在 において、広

義の環境会計 とCSR経 営会計 とが同._と い うような立場 は採れ ない。環境

会計 は、CSR経 営会計の重要な構成要素の1つ であるとい うべ きである。

いずれ にせ よ、CSR経 営会計 を実施 す ることで、 これ までの財務や環境

といった部分的領域だけでな く、「社会」 を加 えたよ り広 い観点か ら企業 を

捉えることがで きるが、以下の ような難点 もある。

第1に 、CSRを 構成す る各項 目は多様で あ り、環境問題 よ りも更 に数量

化 ・貨幣化 困難であるために、序列化や比較が困難である。 したがって、相

対的比較や同一企業 における時系列比較 に とどまる項 目が多 い。 したがって

CSR経 営会計 は、環境会計 よ りもさらに会計的技法 に馴染み に くい。た と

えばCSR項 目比較 のた めに、公分母(等 価係数)を 誰が決 めるか とい う問

題 も生 じる。

第2に 、CSR構 成項 目の中には客観性が乏 しく、個人的な主観 に頼 る部

分 も多 く、個人的判断 をどのように評価す るか困難である。

第3に 、国によってCSRの 中身や重点の置 き どころが異な るが、統一的

なCSRの スタンダー ドを誰が作成す るか という問題があ る。

第4に 、風俗習慣 ・民族 ・文化 ・宗教 ・国情等によってその構成項 目の評

価 ・認識が異なる。

その他、CSR構 成 指標 の多 さと複雑 さ、報告書作成 に要 す る手数 とコス ト

の問題33等 がある。

このような難点 はあるにせ よ、企業等 を社会 ・環境 ・経済 とい う3局 面か

ら捉 えて総合判断するこ とで、均衡 の取 れた評価 が促進 され る。 それ故 に、

33JETROロ ン ドン:前 掲 報 告 書
、2頁 。
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会計学 的観点か らも、各種技法 を駆使 して、可能な限 りCSR経 営会計 に必

要 な情報 を提供 しなけれぼならない。
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参 照=JETROロ ン ドン;前 掲 報 告 書 、2005年8月 、11頁 。
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